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iCTにより安全で誰もが安心して

暮らせる社会の実現に向けた取組

平成 18年 8月 25日

総   務    省

宇 宙通信政策 課長  竹 内  芳 明

背 景

社会の安心B安全に対する社会的要請の高まり

(防 災 分 野 )甚大な被害の発生、東海地震、東南海 南海地震への対応

(食 品 分 野 )B S E、0 1 5 7問題等が相次いで発生

(子供・高齢者)児 童への凶悪犯罪の増加、
一人暮らしの高齢者や要介護者の増加
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安全・安心の確保について、情報通信技術の活用及びその研究開発の推進が

今後目を挙げて取り組むべき主要な国家戦略。
(「r,新女Ⅲl職略 (rr戦略ホャぃ)|ケ 企にFfする「|ヤ1えl部 進Ⅲl昨 (結合科ヤと術会競)年)

調査研究会の開催

本年 2月 より、 「安心 安 全な社会の実現に向けた情報通信技術のあり方に関

する調査研究会J(座 長 :斉藤忠夫東京大学名誉教授)を 開催。

(み加行庁)内 判■l‐(内調、安全保障 rL機竹P,れ
Ⅲ
l)、 内閣府 (防技担

“ち) 幣 禁庁
lll衛庁 ポi防庁、文科行 ′,労行 捜 水行、日交行、海14庁

3分 野の目指す姿、実現に向けた課題等を中間とりまとめとして公表 (7月10日)
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(2)対策機関の基幹ネットワークのlP化

機関ごとの専用ネットワークをIP化し、品質を確保しつつ、災告情報の共イ1性を向上ぐ
→ 次世代ネットワーク(NGN)技 術、相互運用性、ディベンダブルネットワ

ーク技術

(3)被災現場における対策機関間の相互移動通信

映像を含む大容最通信がモバイル環境で利用 可能な新たな資【線通イ:i技術を実「L的
→ 新デジタル防災通信技術(VHF/UHF帯 )、アドホックネットワーク技術

4)どこでも90分以内に情報収集

夜問・荒天,tai年の感条″|ドでも、枚災地の映像を空riエリアなく90分以内で把排.
→ 航空機や衛星からのリモートセンシング技術、リアルタイム映像伝送技術

(5)空間情報や被災情報の統合処理・分析
/Kl と々41じる災十1年情報を、力i識処F世や(
→ 自動情報分析 統合化技術、ユビキタス
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201X年 の災害対策白危機管理用情報通信システムの姿

壬野笠逃 障宅囲慎者
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(食品のトレーサビリティ)法 制化されている牛肉の他、青果物など生鮮食品を対象に一部の流通

チエーンにおいて実現。様々な原材料を使用する加工食品などは未実現。
1考慮点1 業界の低収益構造、事業規模のば',つき 捜llLな■佐 物流チェーン 輸入F「材のll拗
(異物混入などの問題への対応)多くは苦情がきてからの対応。

ロット単位、製造日単位、場合によっては対象商品全てを回収 廃葉。

「芭 2010年 の姿:電子タグによるトレーサビリティが本格普及
(4コ七十)使川した腱業牛″)情報を自動的に記録

(内せ送業者)温度肘取■が自動的に祀録

(汗111+)ケ ータイを使用してlt柾情十‖を参‖4

L(5=ヱ至≧準方票L_ ==峯三!上十L~
● 低コストで利用しやすいシステムの開発 普及
中小企kで十,十八可能で、既存システムとl■推げ|たなパッケージソフト化されたシステム
ーいつでマ)ど「て1)だれでt〕情十Rをみ輝中r能!する 1電子タグリータ及てがカメラ内蔵携キけ,七品「
→ 関係府省庁が連携し、消費者を含めた実証実験を推進

の センサー内蔵電子タグにより、食品を追跡管理し、問題が生じた商品のタイムリーな回収を実現.

3_児 童口高齢者の安心・安全の実現 ―J

(2)201 0年 の姿 :街角や自宅で見守リシステムを構築

(竹す1 )カメfテl t  rタグリーダ、セン, - 4 1で, f A 7所
をす叫】1  状況にホじて先■や安及■に逝取Ⅲ

山|,)把lt状態下■ i,状)とた"|り  R■ コ1に,i
レi向Ⅲ介池 !ボ ランアィ,■安広r ⅢⅢヤ‖.
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Ⅲtキュリティ確保 ブライバンー保護
ブライ本シ…ⅢⅢ Ⅲとさい和J力Hr今↑P世Ⅲr能なtt,fけ‖発jブライ六ンーlt卍′)ガイトラインい鋲九!

(3地域(ューザー)一体型夫証実験の強進
ユー ,一″)とメい反氏ゃは1係イllの校 |ltllγ「するたrll地域 体 とな ,た■市実験,打|】卜Ⅲ

(9利用 普及支援措置
―,P(1リシステムll集Ⅲ例rlをクイツ、リーに■新し,公 よ
llj災システムとr)体 的なtrF術延‖卜助成 相iJ」のネl rsIとすることを校il。
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_)現状]
(児童の安全確保)卜t r H Iの' i  t t iを加Lった区Iよ犯引!″)川加に1る保'そ打″)イ(ケフ】出人t

lれ■組′)材〔人|!にる大人の |lr lる,い1‐り″)lt,↓中■:しくrt↓ヽ常|キは′ヽフ)アクセスいj情人Ⅲ

(高齢者の安全確保)市怖lⅢ会を迎え 利ⅢI I所怖ヤヵJ M加Ⅲ核女l l A化にイr "山域コミ.・■iチすとV ,世l係
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・欝出



今後の取組

「中間とりまとめ」を踏まえ、
(1)電子タグやセンサーネット技術成果を活用して、食品トレーサビリティや見守り

の実証実験を推進

(2)打上げ予定の実験衛星により、防災分野の実証実験を実施するよう準備を開始

など、可能なものから順次実施する。

また、「最終報告」に向けて、
(1)3分野それぞれにおけるシステム導入までの日―ドマップの作成

(2)新技術導入に伴う「影の問題Jへの対策を検討

(3)国際標準化戦略、推進体制 等
について、引き続き検討。

―一旺=項三重疲=玄残土竣=.〒
平成19年 3月を目途に最終報告をとりまとめる予定

: > 周 係府省、riイi体牛との協力のもと、 lCT活 サ11にてkり  i

: 企 てのIH民が安心して本らせる安令なイi会の構築を日精す  |
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